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概要

平成 16年の消防法改正により、東京都では平成 22年 4月 l日から既存住宅を含む一般住宅全戸に住宅

用火災警報器の設置が義務化され、平成 22年 6月に実施した「平成 22年消防に関する世論調査j による

と当庁管内の既設置率は 79.4%となっている。

このことから、本検証では、さらなる設置率向上に有効な情報を提供することを目的として、当庁が所

有する膨大な住宅火災事例に対して、様々な観点から分析を行った結果、住宅用火災警報器に関する設置

効果等を見出すことができた。

1 はじめに

平成 16年の消防法改正により、平成 22年 4月から既

存住宅を含む一般住宅全戸に住宅用火災警報器(以下、

「住警器Jという)の設置が義務化となった。当庁では、

本庁各部及び各消防署が挙庁体制で設置普及を推進し、

平成 22年 6月に実施した「平成 22年消防に関する世論

調査Jによると、既設置率は 79.4%となっている。

一方、過去7年間の住宅火災発生件数は、毎年 2，000

件を超えて推移しており、火災による死者についても住

宅火災によるものの割合が高くなっている。このことか

ら、住警器を設置することで火災が早期に発見され、被

害や死者の低減に繋がるため、住警器の全住戸完全設置

が望ましい。

住警器の設置率のさらなる向上のためには、都民に対

してその設置効果を明確にし、義務化後であっても継続

して設置に向けて指導していく必要がある。

そこで、本検証では、当庁が保有する膨大な住宅火災

事例に対して、様々な観点から分析を行い、住警器に関

する設置効果等を見出し、それらの結果から設置率向上

に有効な情報を提供することを目的とする。

2 分析の対象

住警器の設置が義務化された消防法改正前の平成 15

年から平成 21年の 7年間を分析の対象期間とし、そのう

ち、共同住宅及び寄宿舎を含む住宅火災を本検証での分

析対象とした。この期間中の、各年における住宅火災件

数を表 1に示す。
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表 1 本分析の対象とした住宅火災件数

年

平成 15年

平成 16年

平成 17年

平成 18年

平成 19年

平成 20年

平成 21年

3 区市町村別住宅火災の分析

(l) 火災件数に関する分析

件数

2.273 

2.184 

2.367 

2，270 

2，189 

2.243 

2，099 

住宅火災件数を区市町村別に分類し、以下の表 2に示

す要素を説明変数として、それぞれの住宅火災件数との

相関関係の分析を試みた。

また、世帯数や面積の他に、住宅密集地などの地域特

性との関連を見るために、世帯密度との相関関係を分析

することとした。

表 2 相関関係を求めた要素一覧

区市町村別世帯数

区市町村別面積

区市町村別世帯密度

(=区市町村別世帯数/区市町村別面積)
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表3 各年の区市町村別住宅火災件数
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なお、各要素は、東京都総務局統計部ホームページ

(http://www.toukei.metro.tokyo.jp/) l)に掲載されて

いるものを使用した。

ここでは、稲城市、東久留米市については、過去の住

宅火災に関するデータがないため、本分析の対象から除

外した。

ア分析結果

各年の区市町村別の住宅火災件数を表 3、世帯数及び

面積を表4に示す。以下、 )1慣に各要素について分析して

し、く。

(7) 各年の区市町村別世帯数と、区市町村別火災件数の

相関図を、以下の図 1 (ア~キ)に示す。各図中の式の

うち、上の式は近似式、下の式は決定係数を表す。(以下、

本文中の図において同じ。)

(イ) 各年の区市町村別面積と、区市町村別火災件数の相

関図を、以下の図 2 (ア~キ)に示す。

(ウ) 各年の区市町村別火災件数と、区市町村別世帯密度

の相関図を、以下の図 3 (ア~キ)に示す。

イ考察

区市町村別世帯数と区市町村別火災件数の相関につい

て、図 1に示す各分布から、各年の相関係数を求め、表

5に示す。
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表4 各年の区市町村別世帯数及び面積

区市町将 E 主世帯貧 l 面掴
l HI~ HI6 刷 HI8 H19 削 ~(kIr)
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すべての相関図において、相関係数が 0.9より大きい値

となっており、世帯数と住宅火災件数は強い相関関係に

あると考えられる。

一方、面積と世帯密度については、グラフの外形から

判別できるとおり(図 2、図 3)、それぞれ住宅火災件数

との相関は非常に弱いものと考えられる。

よって、住宅火災件数は世帯数に依存しており、面積

や世帯密度に依存していないことから、住宅火災の発生

確率は住宅密集地などの地域特性に因らず、すべての住

戸で等しいといえる。以下、本分析において、住宅火災

件数と世帯数は強い相関関係にあるものとして考察を行

フ。

平成22年4月から既存住宅を含む一般住宅全戸に住警

器の設置が義務化となったことが、住宅火災件数にどの

ように影響を与えているか、図 1 (ア~キ)のグラフか

ら考察する。住警器の義務化により最も期待されるのは、

住宅火災件数の低減である。

先に述べた、住宅火災件数と世帯数の相関関係、を前提

とすると、毎年住警器の普及が進むにつれて、単位戸数

あたりの火災発生確率が低くなると考えられる。よって、

住宅火災件数と世帯数の関係において、毎年、近似式の

傾きが減少傾向にあると推測できる。図 1 (ア~キ)の

グラフでは近似式の傾きが僅少であることから、住宅火
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図 1 各年の区市町村別住宅火災件数と世帯数相関図
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表5 区市町村別世帯数と住宅火災件数の相関係数

年 相関係数

平成 15年 0.9552 

平成 16年 0.9665 

平成 17年 0.9526 

平成 18年 0.9602 

平成 19年 0.9737 

平成 20年 0.9682 

平成 21年 0.9617 

災件数と世帯数をそれぞれ全体に対する割合に換算し、

各年別のこれら 2変量の値をプロットしたグラフから求

めた近似式の傾きを表6に示す。

表6 各年の区市町村別住宅火災件数割合

と世帯数割合から求めた近似式の傾き

年 近似式の傾き

平成 15年 0.9909 

平成 16年 0.9939 

平成 17年 0.9926 

平成 18年 1.0004 

平成 19年 1. 0113 

平成 20年 0.9920 

平成 21年 0.9984 

これらの傾きに注目すると、各年で非常に近い値とな

っていることから、区市町村別の火災発生率は年ごとに

変化しておらず、住警器の設置率の推移が住宅火災件数

の増減には、ほとんど影響していないと考えられる。

(2) 焼損程度に関する分析

表 3の区市町村別住宅火災件数を、「ぼやJ件数と「ぼ

や以外J(全焼、半焼、部分焼の合計)件数に分類して、

各年の全住宅火災件数で除した割合とし、各市区町村の

世帯数割合との相関関係を分析した。

ア分析結果

表 7には、平成 21年の区市町村別の数値を代表例とし

て示したもので、平成 15年から平成 20年のものも同様

に示される。図 4には、各年の区市町村別の世帯数割合

と「ぼやj 件数割合及び「ぼや以外J件数割合をプロッ

トしたものを示す。

イ考察

図4 (ア~キ)のグラフから求めた各年の近似式の{噴

き及び相関係数を、表 8に示す

すべての近似式において、相関係数は 0.9以上の高い

数値となっていることから、すべてのグラフにおいて、

強い相闘があるといえる。
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表 7 平成 21年の区市町村別火災種別等数値一覧 室
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L区 122 85 26 s 6 心2.753 7.(~\ 4. C6~ 1.7&唱

MCi!. M n 3 111295 l健主 Ll~ 0.52司
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。区 1ω 72 21 2 7 291. 149 4.76¥ 3.位百 1必首

PIi!. 71 51 14 3 3 142. 704 2. 33~ 2.43¥ 乱95%

as 72 58 B 5 167.低記2 2.m 2. 7&唱 0.67唱
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Sli!. 111 79 包 s 5 263.356 4.31~ 3‘751 1.5~ 
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表8 各年の近似式の傾き及び相関係数

rrまやJ件数割合の近似式 rrまや以外J件数割合の近似式

傾き 相関係数 傾き 相関係数

平成
0.6603 0.9444 0.3306 O. 9276 15年

平成
0.6898 0.9560 0.3041 0.9509 16年

平成
0.6570 0.9352 0.3356 0.9166 

17年

平成
0.6738 0.9469 0.3267 0.9325 18年

平成
0.6858 0.9684 0.3255 0.9327 19年

平成
O. 6690 0.9513 0.3231 0.9249 20年

平成
0.6986 0.9566 0.2998 0.9207 21年
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図4 世帯数割合と「ぼや」件数及び「ぼや以外」件

数の割合の関係
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図5 各年の近似式の傾き

このことに注目して、各年の「ぼやJ件数、「ぼや以外J

件数の近似式の傾きをプロットしたものを図 5に示す。

表 8の近似式の傾きは、数値が大きいほどその割合が

大きいことを示すことから、平成 15年から平成 21年に

かけて、住宅火災件数における「ぼやJ件数の割合はわ

ずかながら増加し、逆に「ぼや以外J件数はわずかなが

ら減少している結果となった。

よって、住宅火災における被害の程度は、年ごとに低

くなっているといえる。

前(1)の考察では、住普器の設置率の推移が火災の発生

確率の増減には大きな影響を与えていない結果となった

が、図 6のとおり、住普器の設置率が年ごとに増加傾向

にあることから、住警器の設置率の上昇による効果が表

れているものと推測される。
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議 22年の住警馨設置載量は白量k策担知!l借やスヂ工，ゅうー設箇を

笠置している品、う回答を含んでも喝.

図6 奏功事例件数と設置率の推移 2)

4 おわりに

平成 15年から平成 21年の住宅火災に関して、区市町

村別に分類・分析したところ、以下のことを確認するこ

とができた。

(1) 区市町村別の住宅火災件数は、その世帯数に強い相

闘があり、世帯数が多い区市町村ほど、住宅火災件数が

多い結果となった。
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よって、一住戸における火災の発生率は、地域特性に

因らずほぽ一定である。

(2) 住警器の設置率に因らず、住宅火災の発生率はほぼ

一定である。

(3) 住宅火災の焼損程度の割合に注目すると、「ぼや以外J

の割合が減少し、「ぼやJの割合がわずかながら増大して

いることから、住警器の設置率の推移を考慮すると、設

置の効果があったものと推測される。
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Study on the case analysis of fires in relation to 
residential fire alarms 

Akihiko IIDAぺKouheiKANEKOぺYuuichirouMACHII*， Hiroshi TANUMA* 

Abstract 

Starting on Apri11， 2010， in line with the revision of the Fire Service LalV in 2004， a11 conventional 

houses in Tokyo including existing houses are required to install residential fire alarms. According 

to the "2010 Opinion Poll on Fire Prevention" taken in June 2010， the installation rate in the TFD 

service areas is 79.4弘

With an aim to provide valid information to further improve the installation rate， the verification 

analyzed from various perspectives the huge data that the TFD has on residential fire cases and confirmed 

the effects of installing residential fire alarms. 
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